
後期高齢者の窓口負担割合の見直しの必要性と意義

○ 高齢者医療制度を持続可能なものとするためには、これを支える現役世代の理解を得ることが不可欠。

○ 団塊の世代が今後2022年から75歳以上の高齢者となりはじめ、後期高齢者の医療費が増加する一方、それを支える
現役世代が減少していく中で、このままでは2025年にかけて現役世代の負担が従来より更に大きく上昇。

※現役世代の後期高齢者への支援金の現状と見込み

○ このため、一定以上の所得のある方の負担割合を２割とする高齢者医療制度の改革を決めることにより、現役世代が

負担する後期高齢者支援金の伸びを一定程度減少させることは待ったなしの課題。

※2026年度以降は、75歳人口の増減率の減少に伴い、将来の支援金増加額は現行の＋千数百億円程度に戻ることにも留意が必要。

2010年度 2020年度

現役世代１人当たり

後期高齢者支援金
約4.4万円
（月3,667円）

約6.3万円
（月5,248円）

（参考）

後期高齢者保険料（平
均）

約6.3万円
（月5,258円）

約7.7万円
（月6,397円）

[現役世代の保険料に占める後期高齢者支援金相当額][年齢別の人口増減率の推移]
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75歳以上

75歳未満

2021年度 2022年度 2025年度

各年度の支援金
6.8兆円

（１人当たり6.4万円）

7.1兆円

（１人当たり6.7万円）

8.1兆円

（１人当たり8.0万円）

前年度からの増加額

＋1,600億円

（１人当たり+1,700円）

※2010年代の平均

+3,100億円

（１人当たり+3,700円）

+3,400億円

（１人当たり+4,200円）

※2020年度は概算賦課ベース


